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Ⅰ．新型コロナウイルス感染症への対応について

　新型コロナウイルス感染症が我が国に発生以降、
国公私立大学病院は重症者の過半数を受け入れてい
る。本協会加盟大学附属病院は、高度先進医療を行
う本来の使命を維持しつつ、外来診療や手術の抑制、
一般入院患者数の調整を行いながら、救急医療も維
持し、国民医療の保全・充実に誠意をもって最大限
の努力を注いで来ている。
　本協会は令和 2年 6月より毎月「新型コロナウイ
ルス感染症に関する影響度調査」を実施している。
　国公私立大学の新型コロナウイルス感染症患者の
受入総数は 7月末時点で 3,148 名となっており、そ
の内 2/3 にあたる 2,095 名を私立医科大学附属病院
が受入れている（図 1）。直近データでは、本協会
加盟大学附属病院における令和 2年 8月までの新型
コロナウイルス感染症患者の受入総数は 3,324 名と
なっている。内訳は、重症者（ECMO使用）69 名、
重症者（人口呼吸器使用）290 名、中等症 891 名、
軽症 2,074 名。検査人数は 106,242 名（表 1）。
　新型コロナウイルス感染症患者の受入れに伴い、
外来・入院患者数ともに令和 2年 5月をボトムに大

幅に減少（外来：29.1% 減、入院：30.4% 減）し、6
月以降は回復傾向にあるが、依然として患者数は
戻ってきていない。また、私立医科大学附属病院（本
院）における令和 2年 8 月の手術件数は 1,388 件で
対前年同月比 140 件減（対前年同月比▲ 9.2%）、救
急受入れ件数は 1,103 件で対前年同月比 359 件減（対
前年同月比▲ 24.6％）となっている（図 2・図 3）。
　加盟大学附属病院の経営指標の推移をみると、特
に 4月、5月の医業収入、医業利益は大幅な減となっ
たが、6月以降は徐々に医業収入、医業利益ともに
回復傾向にある。（図 4、表 2）
　本院と分院を合わせた 84 病院の収支については、
令和 2年 4 月から 8月までの総額では、医業収入は
約 6,926 億円で対前年同期間比約 706 億円減（対前
年同期間比▲ 9.2%）、医業費用は約 7,223 億円で対
前年同期間比約 74 億円減（対前年同期間比▲ 1.0％）
であり、医業収支は約 297 億円の赤字となっている。
対前年同期間と比較すると約 632 億円減となり、現
時点においても厳しい経営状況にある（表 3）。

【表 1】新型コロナウイルス感染症患者受入件数と
　　　  検査人数

【図 1】新型コロナウイルス感染症患者受入件数
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【図２】手術件数　協会加盟大学附属病院 29大学病院（本院）平均

【図 3】救急受入れ件数　協会加盟大学附属病院 29大学病院（本院）平均

【図 4】経営指標の推移　協会加盟大学附属病院 29大学病院（本院）平均
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【表 3】協会加盟大学附属病院（本院・分院 84病院）における医業収支（総額）について

【表 2】経営指標の推移（協会加盟大学附属病院（本院・分院）84大学病院（総額）
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Ⅱ．自由民主党「第 15回大学病院を支援する議員連盟」（会長：河村建夫衆議院議員）
　　　　　　  （以下、議連）（令和 2年 6月 5日開催）について

　令和 2年 4 月 30 日に開催された議連役員会を経
て、6月5日に「第15回大学病院を支援する議員連盟」
が開催された。本議員連盟に於いて、本協会加盟大
学附属病院は、高度先進医療を行う本来の使命を維
持しつつ、外来診療や手術の抑制、一般入院患者数
の調整を行い、また救急医療も維持しつつ、新型コ
ロナウイルス感染症に対応して国民医療の保全・充
実に誠意をもって最大限の努力を注いで来たことの
報告を行い、理解を求めた。
　要望内容は下記の通り。
１．新型コロナウイルス感染患者を受入れた大学病
　　院に対する実質経費負担分の補填について
　私立医科大学附属病院は、新型コロナウイルス感
染症の発生以降、感染患者の受入れに伴い、診療の
制限に伴う遺失利益（手術件数の削減、病棟閉鎖等）
並びに体制整備による新規の設備投資、遠隔診療の
実施、対応職員の人件費や危険・特殊勤務手当等を
負担して来ている。
　令和 2年 4 月分の入院・外来稼働額を前年度 4月
分と比較すると総額で約 222 億円の減収となってお
り、大学病院の収支に大きな影響を及ぼしている。
　新型コロナウイルス感染症に積極的に対応したこ
とにより、学校法人の財政が逼迫される事態となっ

ており、やむを得ず人件費を削減しなければならな
い状況【賞与を削減する大学 6大学、検討中の大学
4大学。給与の削減を検討中の大学 3大学。】に至っ
て来ている。
　国から可及的速やかに実質負担となっている経費
を補填していただき、経営の安定化と診療体制の拡
充を要望するものであること。
２．教育について
　新型コロナウイルス感染症の影響を受け、多くの
医学部で対面講義が中止となり、遠隔講義を余儀な
くされている。特に深刻なのは、多くの大学で診療
参加型臨床実習が中断されている事である。これら
の事由により医学生が卒業要件を満たす事が出来な
くなった場合、地域に勤務する医師数の不足を招き、
地域医療の崩壊を来たしてしまうことが危惧され
る。卒業要件を満たすためには、１）質の高い遠隔
講義に必要な機器の整備、２）診療参加型臨床実習
に代わる①バーチャル患者の電子化教材を作成、②
シミュレーション機器の電子化、③オンライン診療
の臨床実習への応用、④その他、
　１）、２）に必要な機器・ソフト・開発費等に対
する財政的支援を得て、診療参加型臨床実習の代替
え教育体制を確立する事が急務であること。

6 月 5日　第 15回大学病院を支援する議員連盟

河村建夫議連会長に小川会長より要望書提出
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Ⅲ．自由民主党「第 5回私立医科大学問題勉強会」（会長：河村建夫衆議院議員）
　　　　　　　  （令和 2年 8月 26日開催）について

　令和 2 年 8 月 26 日に自由民主党「第 5 回私立医
科大学問題勉強会」が開催され、新型コロナウイル
ス感染症に関連した私立医科大学を取り巻く現状と
課題について特化した議論を行った。当日は、炭山
嘉伸病院部会担当副会長（東邦大学理事長）より、
本協会加盟大学附属病院の経営状況並びに受入れ患
者動向に関する「新型コロナウイルス感染症によ
る影響度調査結果（令和 2年 4 月～ 6 月分）」につ
いて説明を行い、その後、各出席者の大学病院に関
する現状報告があった。出席された国会議員の先生

方には加盟大学附属病院の経営と運営実態が厳しい
ことについて十分に理解をしていただいた。本勉強
会事務局長である松野博一衆議院議員から当日議論
した下記の問題点に対しての具体的な対応について
は、河村建夫勉強会会長・鴨下一郎座長と鋭意検討
すると共に関係各方面への提言並びに働き掛けの内
容等についての情報を共有していきたい旨のまとめ
があり、本会を終了した。
　　【問題点】
　　・令和 2年 8月 26 日時点で第 2次補正予算「新
　　型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」

の交付額が確定していないこと。これに因り、
経営状況が逼迫して来ており、冬期賞与の支給
にも影響を与えることが予測されること。
・長期にわたる対応により、医療スタッフの疲
弊やクラスターの発生等により診療に関する対
応能力が落ちることも懸念され、更なる影響が
危惧されること。
・大学病院は、先頭に立って新型コロナウイル
ス感染症に対する診療だけでなく、処方薬に関
する研究・治療法の開発等の研究も行っており、
「大学病院の役割」という観点からの評価をし
ていただきたいこと。

Ⅳ．医師の働き方改革に関する対応について

　令和 2年 7月 28 日に厚生労働省と本協会との「医
師の働き方改革勉強会」をWeb 会議にて開催した。
本勉強会は令和2年3月に開催する予定であったが、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によ
り、延期していたものである。
　厚生労働省医政局医事課医師養成等企画調整室の
加藤琢真室長から、「医療機関の医師の労働時間短
縮の取組状況の評価に関する研究班」（班長：裵　
英洙慶應義塾大学健康マネジメント研究科特任教
授）の報告があり、これに基づく議論を行った。
　主な報告内容は、以下の通り。
１）同研究班は、2024 年４月から医師に対する時
間外労働の上限規制（年 1,860 時間・年 960 時間）
が適用された際に、①大学医局から関連病院への
医師派遣等に影響があるか、②副業・兼業に該当す
る関連病院における勤務に影響があるか等について

シミュレーションを行い、働き方改革の地域医療提
供体制への影響を考察するための調査を実施したこ
と。
２）しかしながら、今回の調査は 2大学病院の 6診
療科と対象数が少ないため、今後新たに研究班を立
ち上げ、更に多くの大学の調査結果を踏まえて実態
を把握すると共に 2024 年に向けた検討を進めて行
きたいこと。

　関連して、令和 2年 2 月に日本医師会「医師の働
き方検討委員会」（委員長：相澤好治北里大学名誉
教授）並びに「医師の特殊性を踏まえた働き方検討
委員会」（委員長：岡崎淳一元厚生労働審議官）に
於いて、大学附属病院の重要性と医師の働き方に関
する提言をまとめており、横倉義武会長（当時）に
答申を提出している。

8 月 26日　第 5回私立医科大学問題勉強会
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